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Abstract

　Torque measurement is crucial in evaluating performance and guaranteeing the quality of products in many 

fields, such as the automobile, aviation, and construction industries. Particularly in recent years, demand for 

the measurement of smaller and dynamic torques has been increasing. In order to ensure the reliability of such 

measurement, and to establish the traceability system of torque measurement in Japan, a survey was carried 

out at our institute. This paper reviews a novel torque measurement techniques, and conventional techniques to 

realized metrological standards employed by national metrology institutes (NMIs).

　Besides, this paper describes the results of a questionnaire survey for industry and current research activi-

ties in National Metrology Institutes (NMIs) in the world, concerned with small and dynamic torque standard 

techniques.

1．はじめに

自動車，船舶，航空，建設，情報機器，医療機器など，
我々の生活を支える様々な産業分野において，部品等を
締結する際にねじが使用されることが多い．全てのねじ
が適正な軸力で締め付けられることにより，締結部の品
質が保証される．ねじの軸力の管理にはいくつかの方法
があるが，締付けトルクによる管理が圧倒的に多く，製
品の品質を保証する上で，トルク計測機器による軸力管
理が重要となっている 1）．一方，モータやエンジン等の
回転駆動部を持つ機器の性能評価及び品質保証の観点か
ら，回転中の変動トルクを正しく計測することが重要と
なってきている．図 1に主なトルク計測分野と計測範囲
を示す．これより，舶用エンジンや，風力発電等の発電
機で計測されるような非常に大きなトルク 2），3）から，
MEMSセンサで計測されるような極めて小さなトルク4）

まで，様々な分野において幅広いトルク計測が必要とさ
れていることがわかる．我が国のトルク計測の信頼性を
確保するために，国家計量標準研究機関（National 

Metrology Institute; NMI）である，国立研究開発法人産
業技術総合研究所（産総研）の計量標準総合センター
（National Metrology Institute of Japan; NMIJ）では，定
格容量 10 N·m，1 kN·m，及び 20 kN·m の 3台の実荷重

＊ 工学計測標準研究部門力トルク標準研究グループ 図 1　トルク計測分野と計測範囲
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式トルク標準機を開発し 5）-7），10 mN·mから 20 kN·m

の範囲でトルクの標準供給を行っている．
近年では，機器の小型化・高性能化に伴い，これまで
よりさらに微小なトルクの精密な計測や，時間と共に変
化する動的トルクの正確な計測が益々求められてきてい
る．例えば，医療技術 8），宇宙産業 9），情報機器 10）等の
次世代を担う技術の基盤として，1 mN·m以下の微小ト
ルクの精密な計測が必要になってきている．また，これ
までは，様々な製造業者が製造するトルク計測機器は，
実荷重式トルク標準機に代表されるトルク校正装置によ
り静的な校正が行われてきたが，モータやエンジンの高
性能化・省エネルギー化の要求に対応するために，動的
トルクの校正手法の確立が強く望まれてきている．例え
ば，自動車業界において，自ら開発したエンジンやモー
タトルクの動的性能測定結果がトルク計測機器の型式に
よって異なるということがあり，標準となる動的トルク
評価手法の確立を望む声が上がっている（図 2）．
本調査研究では，このような背景を踏まえ，微小トル
ク及び動的トルクの計測技術の開発及び標準整備に向
け，産業界におけるトルク計測の現状及びニーズ，世界
各国の研究開発状況を調査した．第 2章ではトルク及び
トルク計測機器について述べる．第 3章ではトルク校正

装置について紹介する．第 4章ではトルクのトレーサビ
リティ体系について説明する．第 5章では産業界に対し
て行ったアンケート調査について報告する．第 6章では
海外におけるトルク標準について紹介する．最後に本調
査研究をまとめ，今後の展望について述べる．ここで，
各国・地域 NMIの名称及び略称をまとめたものを表 1
に示す．以下本文中では略称のみ表記することとする．

2．トルクの定義及びトルク計測機器の分類

2. 1	 トルク
トルクは，力のベクトル Fと半径方向ベクトル rの外
積で作られるモーメントのベクトル Tにより表現され
る．図 3において 0点のまわりに働く力が Fである 11）．

図 2　動的トルク計測の例

略称 正式名称 正式名称（和名） 国・地域
METAS Swiss Federal Office of Metrology and

Accreditation
スイス連邦計量・認定局 スイス

CEM Centro Espanol de Metrologia スペイン国家計量標準機関 スペイン
UNIIM Ural Scientific Research Institute of

Metrology
ウラル計量科学研究所 ロシア

CENAM Centro Nacional de Metrología メキシコ国立度量衡研究所 メキシコ
KRISS Korea Research Institute of Standards

and Science
韓国標準科学研究院 韓国

NMIJ National Metrology Institute of Japan 計量標準総合センター 日本
NPLI National Physical Laboratory of India インド国立物理学研究所 インド
SCL Standards and Calibration Laboratory 香港標準校正研究所 香港
PTB Physikalisch-Technische

Bundesanstalt
ドイツ物理工学研究所 ドイツ

LNE Laboratoire national de métrologie et
d'essais

フランス国立計量試験所 フランス

MIKES Mittatekniikan Keskus フィンランド計量センター フィンランド
CMI Czech metrology institute チェコ計量研究所 チェコ
NIM National Institute of Metrology 中国計量科学研究院 中国
INMETRO National Institute of Metrology,

Quality and Technology
ブラジル国家度量衡・規格・
工業品質院

ブラジル

NIS National Institute for Standards エジプト標準研究所 エジプト

表 1　各国・地域 NMIの名称及び略称
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トルクは数学的には式（1）で与えられ，単位は N m又
はN·mで表記され（Nとmの間にスペース又は中間ドッ
トが必要），読み方はいずれもニュートンメートルであ
る 12）．

T＝r×F＝|r||F|sinθ （1）

2. 2	 トルク計測機器
トルク計測機器とは，弾性体の弾性変形あるいはそれ
に比例する量を測定することによりトルクを決定する計
測機器全般を指す．回転式／非回転式，ひずみゲージ式
／磁歪式／位相差式等のトルクメータの他，産業現場で
広く使用されている手動式トルクツール 13）を試験する
ためのトルクレンチチェッカやトルクドライバチェッ
カ，そしてそれらチェッカを校正するための参照用トル
クレンチ，参照用トルクドライバもトルク計測機器に含
まれる 14）-16）．トルク計測機器とはトルク変換器からケー
ブル，指示計器まで含めた一体の機器として定義され
る．トルク計測機器には，相対拡張不確かさで 0.2 ％か
ら数％程度の産業用機器から，トルクの認定校正事業者
の管理用機器あるいは仲介器として用いられるような
0.01 ％程度の高精度機器もある．

2. 3	 トルク変換器の種類
トルク変換器の伝達軸に加えられたトルクにより，伝
達軸に弾性変形が生じる．トルク変換器は，その弾性変
形を電圧，周波数等に変換し，トルクを検出するセンサ
部を有する．検出感度を向上させるためには，変換器の
剛性を下げる必要がある．なお，センサ部とアンプ，指
示計器が一体になった機種もある．次節ではトルク変換
器の主な種類について説明する．

（a）位相差式
位相差式は，トルク伝達軸（トーションバー）に加え

られるトルクに比例したねじれ角を，入力軸及び出力軸
にそれぞれ配置した歯車などにより検出される信号の位
相差で検出し，トルクに換算する方式である 17），18）．ね
じれ角の検出法には，動力伝達軸の間にトルク検出器を
挿入する方法と，実動軸に検出器をつけて直接検出する
方法がある．より精度を高めるために，ねじれ角検出に
歯車の代わりに位相差板（磁気遮蔽板）を，歯車が発生
させる正弦波の代わりに外部キャリア信号を使用して計
測する電磁誘導位相差方式という方式も開発されてい
る．位相差式は，信号を回転軸と非接触で検出でき，高
精度な時間基準により位相差を測定できるという利点が
ある一方，価格が高価であるという課題がある．本方式
で 50 mN·mに至る微小トルクを計測できるトルク変換
器が市販されている．また最大 5 kHz のトルク変動を計
測可能という変換器も市販されている．

（b）ひずみゲージ式
ひずみゲージ式は，従来から広く実用されてきた計測
方式である．軸にトルクを加えた際，軸表面にはせん断
ひずみが生じる．これは軸に対して 45°方向に圧縮ひず
みと引張ひずみが生じるのと等価である．トルク伝達部
の表面に抵抗線を配したひずみゲージを貼り付け，トル
クの入力により発生したひずみを抵抗の変化，すなわち
電圧変化により測定し，トルクに換算する 17）-20）．ひず
みゲージ式は，軸表面に直接ひずみゲージを貼り付ける
ための面積を一定以上必要とするため小型化が難しく，
微小トルクの計測にも限界がある．またゲージを貼り付
ける接着剤や表面保護コーティング剤の粘弾性の影響を
受ける（クリープ特性の改善に限界がある），などの課
題がある．一方で，トルク伝達軸のねじれに対する検出
感度が高く，位相差式に比べ，ねじり剛性を高くするこ
とができるため，速い応答性を得ることができるという
利点があり，1 kHzから 5 kHz程度の変換器も市販され
ている．

（c）磁歪式
強磁性体を磁化すると変形を起こし，逆に変形を与え
ると磁化状態が変わる，すなわち透磁率が変わる．その
現象を利用したトルク計測方式が磁歪式である 21）-23）．
強磁性体の棒をねじると，はじめの磁化状態によって磁
束を生じるが，初めの磁化の大きさが十分大きいとき，
トルクとそれによって生じる磁束の変化がほぼ比例す
る．そのため，逆にこの磁束変化を計測することでトル
クを求めることができる．この方式についても，非接触
でトルク計測ができるという利点がある一方で，衝撃や
振動，温度変化の影響を受けやすいなどの課題がある．
測定コイル等の検出素子の小型化が難しく，微小トルク図 3　トルクのベクトル表示
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の計測事例はほとんどない．また，動的トルク計測につ
いての優位性については，10 ms間隔のパルス状のトル
ク検出例がある 23）． 

（d）圧電式
圧電体に力が加わると電荷が発生する現象を利用す

る  24）方式で，トルクの計測ではせん断方向に力を加えた
場合に電荷が発生する圧電厚みすべり効果を利用するこ
とが多い．一般的に圧電式は電荷出力であることから，
時間とともに出力が減少してしまうため，静的な測定に
は不向きである．一方，ひずみゲージ式に比べて極めて
高剛性であることから，動的トルクの計測に向いてい
る．小型化も容易で微小トルクの計測用途でも使用可能
であるが，ノイズを受けやすく，高精度化が課題である．

なお，それぞれのトルク変換器には一長一短があり，
静的測定／動的測定，回転の有無など計測の用途に応じ
て適切な種類の変換器が選択され，用いられている．特
に µN·mレンジの微小トルク計測では，上記の方法をそ
のまま適応することは困難であり，新たな概念のトルク
計測機器の開発も必要になると考えられる．特に µN·m

レンジの微小トルク計測に上記で紹介した方法を適用す
ることは困難であり，新たな概念の計測機器（センサ）
の開発が必要になると考えられる．

3．トルク校正装置

トルク校正装置とは，トルクを精密に実現し，トルク
計測機器を校正するための上位標準となる装置である．
トルク校正装置には，基本量からトルクを組み立てる一
次標準であるトルク標準機（Torque Standard Machine: 

TSM），トルク標準機から高精度トルクメータを仲介器
として比較校正により値付けされる，二次標準であるト
ルク基準機（Torque Calibration Machine: TCM）とがあ
る． 現在，トルク計測器の動的な校正に関して，技術
標準や一般的な手法はなく，トルク計測器の校正は静的
に行われている．ここでは静的な校正装置について記述
する．
トルク校正装置をトルクの実現方法から分類すると，
①実荷重式，②ロードセル式，③ビルドアップ式，④電
磁力式の 4つが挙げられる．以下にそれぞれの校正装置
の特徴をまとめる．

3. 1	  実荷重式
図 4に実荷重式トルク校正装置の概略図を示す．実荷
重式トルク校正装置は，長さの国家標準にトレーサブル

な長さの測定を行ったモーメントアームの先端に，質量
の国家標準にトレーサブルな校正を行ったおもり（又は
分銅）を載荷する（重力を負荷する）ことで，精密な純
ねじりのトルクを発生させることができる．必要に応じ
てその場所の重力加速度を精密に計測するか，国土地理
院の重力加速度基準網 25）を利用して算出する．また，
おもりに作用する空気浮力の影響も考慮する．相対拡張
不確かさで 10－5 から 10－4 程度の高精度なトルクの標準
供給が可能であり，各国でトルクの国家標準を実現する
方法として採用されている 26）-28）．一方で，おもりを負
荷した後にモーメントアームの振動やおもりの揺動によ
りトルクが安定するまで時間を要する．加えて，トルク
を時間的に急激に変化させることができず，静的な校正
にのみ利用可能である．また，おもりで微小トルク（微
小力）を実現するには限界があり，現在の技術では
1 mN·mから 10 mN·m程度が下限界であると考えられ
る．

3. 2	 ロードセル式
図 5 にロードセル式トルク校正装置の概略図を示す．

ロードセル式トルク校正装置は，長さの国家標準にト
レーサブルな長さの測定を行ったモーメントアームと，
力の国家標準にトレーサブルな校正を行ったロードセル
（指示計器と組み合わせた力計）から構成されている．

図 4　実荷重式トルク校正装置

図 5　ロードセル式トルク校正装置
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この方法は，国家標準にトレーサブルな校正が可能な力
計の校正範囲が 1 Nから 20 MNと広範囲なことから，
比較的容易にトルクの校正範囲を拡大することができる
が，モーメントアーム長さ（測定軸からロードセルの荷
重点までの距離）を決定することが難しく，またロード
セルの校正の不確かさにトルク校正装置のそれも依存す
るため，供給できる相対拡張不確かさは 10－3 程度にな
る 29）．本方式により微小トルク，並びに動的トルクが
実現できるかどうかは，使用するロードセルの微小力範
囲，並びに動特性が評価されたロードセルが必要であ
る．しかし，現在，ロードセルの動的力校正を行えるの
はドイツの PTBのみで，校正できる力の範囲も周波数
も限定的である．

3. 3	 ビルドアップ式
図 6 にビルドアップ式トルク校正装置の概略図を示
す．ビルドアップ式トルク校正装置では，予め校正され
た基準トルクメータと，校正対象であるトルクメータを
直列に接続し，比較をすることで校正を行う．上位標準
により校正された基準トルクメータが必要となることか
ら，一次標準にはなり得ず，トルク基準機に分類される．
基準トルクメータの校正の不確かさに依存するため，相
対拡張不確かさが 10－4 から 10－3 程度に大きくなる．他
方，実荷重式トルク校正装置に比べて精密なおもりの質
量管理，モーメントアームの長さの管理が不要であり，
低コストで開発，維持することが可能である．また，ト
ルクを連続的に負荷しても校正が可能であることから，
比較的短時間で校正を行うことができる．そのような特

性から，この方式を採用する民間校正事業者が多い
30），31）．NMIJでは，実荷重式トルク標準機では著しく校
正に時間がかかる小容量域において，定格容量 10 N·m

の小容量ビルドアップ式トルク基準機の開発を行ってい
る 32）．本方式により微小トルクが実現できるかどうか
は，トルク変換器がどこまで微小レンジに対応できるか
による．また，本方式により動的トルクが実現できるか
どうかは，動特性が評価されたトルク変換器が参照標準
として使用できるかどうかによる．

3. 4	 電磁力式
図 7に電磁力式トルク校正装置の概略図を示す．電磁
力式トルク校正装置は世界に先駆けて NMIJで開発され
た方式である 33）-35）．重力によりトルクを実現してきた
これまでのトルク校正装置とは異なり，キッブルバラン
スの原理を利用して，電磁力によりトルクを実現する．
このキッブルバランスの原理を用いたトルクの発生は以
前から検討されてきた 36），37）．一様な磁場 Bの中に置か
れた面積 A，巻き数 Nの矩形コイルが一定の角速度ωで
回転する際に発生する誘電起電力 Vは次式で表される．

V＝NAB ω sin ωt （2）

その最大値 Vmaxは，Vmax＝NABωである．また，同じ磁
場の中に置かれた同じ矩形コイルに既知の電流 Iを流し
た際に生じるトルク Tは次式で表される．

T＝NAB I cos θ （3）

その最大値 Tmaxは，Tmax＝NABIである．これらの関係

図 6　ビルドアップ式トルク校正装置 図 7　電磁力式トルク校正装置
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より，矩形コイルを貫く全磁束 NABを消去して，

Tmax ω＝Vmax I （4）

の関係が得られる．V及び Tは，いずれも磁束線と矩形
コイルが平行になる際に最大値となる．この原理では，
精密な測定が困難なN，A，Bを評価することなく，V，I，
ω及び矩形コイルの角度位置を測定することにより，発
生したトルクを求めることができる．
電磁力式トルク校正装置の原理は 10 mN·mを下回る

微小トルクの実現に向いている．むしろ実荷重式トルク
校正装置で実現できている N·mから kN·mのレンジに
ついては大電流による過熱等の問題があり，実現が難し
い．動的トルクについては，正弦波電流の導入により比
較的容易に動的トルクを実現できる可能性があるが，微
小トルクレンジに限られる．

4．トルク計測のトレーサビリティ体系

我が国では，計量法に基づく計量法トレーサビリティ
制度（Japan Calibration Service System，以下 JCSSと称
す）により計測のトレーサビリティが確保されている．
JCSSは，「計量標準供給制度」と「校正事業者登録制度」
の 2本柱から成り，前者については NMIJが産業界に対
して標準供給を行っており，後者については独立行政法
人製品評価技術基盤機構（National Institute for Testing 

and Evaluation，以下 NITEと称す）が運営している．
図 7 に日本国内におけるトルク計測のトレーサビリ
ティ体系 38），39）を示す．NMIJにおけるトルクの標準供給
範囲は 10 mN∙mから 20 kN∙mであり，前述の通り，定
格容量 10 N∙m，1 kN∙m，及び 20 kN∙m の 3台の実荷重
式トルク標準機群により校正サービスが行われてい
る 5）-7）．一方，現在，JCSS校正事業者によるトルクの校
正範囲は500 mN·mから5 kN·mとなっている．500 mN·m

より小さい微小トルク範囲並びに 5 kN·mを超える大ト
ルクの範囲については産業界ニーズがあるものの，技術
的，コスト的課題が多く，JCSS校正事業の拡大には
NMIJや大学・研究機関による技術先導，技術協力が必
要と考えられる．
なお，図 8はトルクの校正の連鎖によるトレーサビリ
ティ体系を示しているが，校正事業者が，質量，長さ，
電流などの基本量からのトレーサビリティを確保し，自
らトルクを組み立てて実現する方法（自己組立法）もあ
る．自己組立法によれば，校正の不確かさを低減できる
可能性があるが，一方でこちらも技術的，コスト的課題
が多く，自己組立法はあまり用いられていない．
ところで，3章で述べたように，実荷重式トルク標準
機群は静的な校正のみ可能であるため，現状の計測のト
レーサビリティは全て静的な校正により確保されてい
る．一方で，産業界においては，トルク値が時間と共に
変化する動的なトルク計測に関してのトレーサブルな校

図 8　国内におけるトルク計測のトレーサビリティ体系
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正の需要も高い．

5．トルク計測の産業利用に関する調査

本調査研究では，産業界におけるトルク計測の現状を
把握するため，NMIJ力・トルク計測クラブ 40）会員にア
ンケート調査への協力を仰ぎ，18 社から回答を得た．
その18社の事業の内訳は，3社が校正事業者，8社がメー
カ，7社がユーザであった（図 9参照）．
まず設問1として，トルク計測の用途について尋ねた．
その結果，ねじの締め付けトルクの管理，モータの諸性
能計測，エンジンの諸性能計測，ねじりせん断試験に伴
うトルク計測，粘度計測等の回答が得られた．また，近
年，小型モータ等これまでより微小なトルクの利用が進
んでいるとのことであった．
次に設問 2として，トルク計測を行っているトルク範
囲について尋ねた．その結果を図10に示す．図10より，

既に NMIJで標準供給を行っている範囲（10 mN·mか
ら 20 kN·m）に需要が集中していることがわかる．その
一方で，さらに小さな範囲のトルクについて，トルク計
測の需要が高まっていることがわかる．
次に設問 3として，トルクの計測範囲ごとに要求され
る精度について尋ねた．その結果を図 11 に示す．図 11
より，大きいトルク範囲になるほど，高い精度が要求さ
れる傾向にあることがわかる．また，ユーザに比べ，
メーカの方が高い精度を要求する傾向があることがわか
る．加えて，微小トルクとしての要求精度はおおむね0.1 ％
程度であることがわかる．
次に設問 4として，動的トルク計測の用途について尋
ねた．その結果，モータ，エンジン，ホイールの諸性能
計測，ねじり疲労試験に伴うトルク計測，金属切削加工
に伴うトルク計測，歯車のかみ合いトルク変動計測等の
回答が得られた．また，動的トルクの種類としてはエン
ジンの爆発のような瞬間的なトルク変動や，モータの
リップルトルクのような一定の周期で増減するトルクを
計測したいという要望も強かった．
次に設問 5として，動的トルク計測の範囲と必要な応
答周波数について尋ねた．その結果を図 12 に示す．設
問が適切ではなく，また回答の仕方にもばらつきが見ら
れ，一つのグラフにまとめることは困難であった．そこ
で，回答から類推されるトルクの大きさの範囲と計測す
るトルク変動の周波数範囲を“コ”の字で示すこととし
た．“コ”の字における右側の縦線が希望する応答周波
数である．図 16 より，産業界のニーズとして，自動車
産業で良く計測される 1 N·mから 1 kN·m程度の範囲の
トルクについて，100 Hzから 1 kHz程度の周波数での

図 9　アンケート調査回答数

図 10　使用トルク範囲と需要
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計測需要が高いことがわかる．加えて，さらに小さな範
囲の動的トルク計測の需要があることもわかる．
次に設問 6として，動的トルクの計測範囲ごとに要求
される精度について尋ねた．その結果を図 13 に示す．
図 13 より，設問 5 と同様に，自動車産業で良く計測さ
れる 1 N·mから 1 kN·m程度の範囲のトルクに需要が集
中していることがわかる．また，ユーザに比べ，メーカ
の方が高い精度を要求する傾向があることがわかる．
次に設問 7として，使用しているトルク計測装置が国
家標準にトレーサブルである必要があるか尋ねた．87.5 ％
にあたる 14 社から必要であるという回答が得られ，産
業界においてトレーサビリティが重要であるということ
がわかった．ユーザからの計測のトレーサビリティの要
求，校正証明書による技術的裏付け等が理由であると考
えられる．

以上のアンケート結果より，これまで標準整備を行っ
てきた範囲に加え，さらに小さな範囲のトルク及び動的
トルク計測の需要の高まりが確認できた．加えて，微小
トルク計測並びに動的トルク計測が国家標準にトレーサ
ブルであることが求められているということがわかっ
た．

6．海外におけるトルク標準

6. 1	 微小トルク
海外におけるトルク標準及び計測技術の研究動向を探
るため，海外の NMIについて調査を行った．国際度量
衡委員会 CIPM の国際相互承認MRAに基づく国際度量
衡局 BIPMの基幹比較データベース KCDBにおける付
属書 C（校正測定能力（CMC）とその範囲）に掲載さ

図 11　トルク計測範囲と要求される精度

図 12　動的トルク計測範囲と要求される応答周波数
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れている各国のトルク標準供給可能範囲をまとめたもの
を図 14 に示す．

CMCを登録している NMIは世界で 15 機関であり，
その多くが日本国内でも産業界からのニーズが高い
1 N·mから 20 kN·mの範囲の標準供給を行っていること
がわかる．さらにこれより小さな範囲のトルクの標準供
給を行っている NMIとして，韓国の KRISS，香港の
SCL，ドイツの PTB，中国の NIMが挙げられる．これ
ら NMIの微小トルク標準機はいずれも実荷重式を採用
しており，校正可能範囲の下限は KRISS，SCL，PTB，
NIMにおいてそれぞれ 100 mN·m，500 mN·m，1 mN·m，
10 mN·mである 42）-45）．現時点において CIPM MRA付属
書 Cに登録されている最小トルクは，PTBの定格容量

1 N·mの実荷重式トルク標準機により発生される
1 mN·mである．我が国においては，これまで小容量ト
ルク標準として，定格容量 10 N·mの実荷重式トルク標
準機を開発し 10 mN·mまでの標準供給を行ってきた
7），46）．実荷重式トルク校正装置を用いてさらに微小なト
ルクを実現するためには，モーメントアームの長さを短
くする，あるいは負荷するおもりの質量を小さくするこ
とが考えられるが，いずれも加工上の技術的制約が多
い．今後さらに小さな範囲の微小トルクの標準整備を行
うには実荷重式とは異なる原理のトルク実現方法を検討
する必要がある．NMIJでは先行開発した電磁力式トル
ク標準機により 0.3 µN·mから 10 mN·m程度の範囲で
10－3 レベルの相対拡張不確かさの微小トルクの実現に

図 13　動的トルク計測範囲と要求される精度

図 14　CIPM MRA付属書 Cに登録されている各 NMIのトルク標準供給範囲 41）  
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成功している 34），35）．また，KRISSでは，超電導リング
を通る磁束の量子化を利用して，一定間隔で離散的なサ
ブフェムトニュートンメートルのトルクステップを生成
する方法を提案している 47）．

6. 2	 動的トルク
動的トルク計測については，5章で述べた通り，産業
界からの，精密計測や計測のトレーサビリティに対する
要求が高い．動的トルク実現装置・評価装置の開発・技
術移転により，動的トルクの精密な計測が可能になり，
その結果センサの動特性の比較やエンジン，モータ等の
回転体の性能の向上による燃費，環境負荷の改善等が可
能になる 48）．動的トルク実現装置・評価装置の研究に
着手している NMIとしては，PTB， INMETRO，NIM，
KRISSが挙げられる．それぞれの機関の評価方法につい
て，以下に述べる．

PTBで開発されている動的トルク実現装置 49）-52）の概
略図を図 15 に示す．この装置では，振動式ねじり加振
機と同軸上にトルク変換器を取り付け，加振機によりね
じり振動した際の角速度変化をグレーティングディスク
を通してレーザー振動計により測定する．予め実験的に
求めておいた全ての機械要素のモデルパラメータ（慣性
モーメント，減衰粘性係数など）と合わせてトルクを算
出することができる．最も簡単には，角加速度と慣性
モーメントの関係から，以下の式（5）に従い，トルク
を求めることができる．

T(t)＝J0 ∙ φ̈ (t) （5）

ここで J0 は慣性モーメント，φ̈は角加速度である．式（5）
により算出したトルクと，トルク変換器からの出力トル
クを比較することで校正を行う．

また，PTBだけでなく，欧州の地域計量機関（Regional 

Metrology Organization; RMO）である欧州国家計量標
準機関連合（European Association of National Metrology 

Institutes; EURAMET）として欧州諸国のNMIが共同で，
力学量の動的計測をトレーサブルに行うことを目的とし
て研究開発が進められている 53）．ブラジルの INMETRO

においては，ドイツの Technische Universität Ilmenau

との共同研究で，慣性モーメントが既知のディスクに繋
がれた回転軸を回転させ，そこにブレーキの作用をする
加速度パルスを与えることにより，慣性モーメントと加
速度からトルクを求めるという手法で動的トルクの精密
な計測を目指している 54）-56）．NIM等においては，予め
ある量のトルクを負荷しておき，そこに逆方向のトルク
を作用させることにより，動的トルクの計測を行う定格
容量 100 N·mの装置の開発を行っている 57），58）．KRISS

においては，電磁力を用い，モードを使い分けることで
同じ装置で静的トルクと動的トルクの校正ができる標準
機の開発が始められたところである 59）．

7．今後の NMIJ の研究展開

7. 1	 微小トルク
6 章で述べた海外 NMIの取り組みに対し，我が国で

は，NMIJで初めて開発された電磁力式トルク校正装置
の原理を利用し，微小トルク及び動的トルクの実現装置
の開発に取り組んでいる 32），34）．我が国におけるトルク
の標準供給の下限は 10 mN·mであり，それ以下の範囲
のトルク標準は整備されていない．しかし 5章で示した
とおり，10 mN·mよりさらに小さなトルク標準の開発，
供給が望まれており，10 mN·m以下のトルク標準の整
備が必要である．電磁力式トルク校正装置は，精密かつ

図 15　PTBにおける振動式動的トルク実現装置概略図
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微弱な電流を流すことにより，比較的小さいトルクを精
密に実現できるため，微小トルクの標準・計測に適して
いる．一方で，大電流を流すと熱損失が大きいため，実
荷重式トルク校正装置で精密に実現できるような N·m

オーダ，kN·mオーダのトルクの実現には不向きである．
今後，この電磁力式トルク校正装置の高度化を行い微小
トルクの標準整備を行っていく上で課題の一つとなるの
は，角加速度の不確かさの低減である．現在の装置構成
においては，角加速度の不確かさが支配的である．解決
策の一つとして，NMIJが開発した自己校正型ロータ
リーエンコーダを活用することを検討している．角加速
度の不確かさを低減することにより総合的に 10－5 の
オーダの相対不確かさを達成し，産業界への技術移転を
推進することを目指している．

7. 2	 動的トルク
動的トルク標準の開発にあたっては，実現トルクと校
正対象の計測トルクの同期を取るのが困難であること，
高周波であるほど大きなトルクの実現が困難であるこ
と，校正対象物に依存してねじり振動系が変わり，モデ
ル化を毎回考え直さなければならないこと，ねじりばね
定数，ねじり粘性減衰係数等，考慮しなければならない
パラメータが多く，一つの校正対象物に対して著しくコ
ストがかかることなど多くの課題がある．NMIJでは，
6.2 節で述べた課題を踏まえ，電磁力式トルク校正装置
を応用し，まずはプロトタイプとしての動的トルク実現
装置の開発を目指す．電磁力式トルク校正装置では，コ
イルが回転できることや，電流値を変化させることで発
生するトルクを時間的に変化させることができることな
どから，回転しながらの動的トルク計測が比較的容易で
ある．高周波の周期的トルクを発生させることも可能で
ある．一方で，動的トルク実現装置と校正対象のトルク
計測機器との同期が取れた角度位置を精密に求めること
が難しいという課題がある．まずは電磁力式トルク校正
装置で実現できる µN·mオーダから mN·mオーダの精
密な動的トルク実現を目指す．最終的には電磁力式を含
めた様々な原理の応用を検討しつつ，自動車産業で必要
とされるような 1 N·mから 1 kN·m程度の大きさのトル
ク範囲における，数百 Hzから 1 kHz程度の周波数の動
的トルク評価ができるような装置開発を進めていく．

8．おわりに

本調査研究を通じて，トルクの計測技術及び標準に関
する産業界の実情やニーズ，世界的な取り組みについて

調査を行った．その結果，これまで標準整備がなされて
きた範囲に加え，さらに小さなトルクの使用が増加して
おり，微小トルク範囲でのトレーサブルな校正の需要の
高まり，標準整備の必要性を確認するに至った．また，
これまで，動的トルク計測に使用されるような機器につ
いても，静的な校正を行うことで対応してきたが，国内
外の産業発展のためには，動的トルク標準の整備につい
ても急務であることを強く認識した．トルク計測機器の
動特性が評価できなければ産業界ニーズは満たされな
い．このような需要に対して，トレーサビリティをどの
ように確保していくかが重要な課題の一つである．本調
査研究を通じて得られた知見を元に，微小トルク及び動
的トルクの計測技術と標準に関する研究を推進し，産業
界や学術界の発展に貢献したい．
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